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要   旨 

 

１ 現状及び問題点 

   近代農学は要素還元的な思考方法を基盤として、生産物や生産方法に特化した

専門分化を発展とみなし個別産業の発展に貢献した。しかし、この体制と内容は

世界的な規模での食料不足や地球環境の破壊といった困難な課題を解決するた

めには不十分と言わざるを得ない。これからの農学には、新たな課題解決に向け

た知的な創造活動を展開する体制と内容の整備、充実が求められている。 

   農学教育も、西欧の農学教育体制や内容の導入に始まり、その後、専門職種に

特化した産業対応型の教育を展開した。農業の社会経済的な地位の低下と連動し

て農学教育機関は縮小傾向にあったが、世界的な規模の食料問題や環境問題等の

解決が農学に期待され、また、革新的な生命科学技術の開発によって、新たな農

学と農学教育の展開が期待されるようになった。 

   １９８０年代以降、わが国の農学系の学部と大学院研究科は大胆な改組転換に

より、多様で個性的な教育組織体制と教育課程を構築し実施してきた。この改革

の成果を点検・評価するには時期尚早かもしれないが、農学には学術的にも社会

的にも多くの期待が寄せられており、この期待に応えうる学術としてどう発展す

るかが今日の農学と農学教育に求められている主要な問題である。 

 

２ 対外報告の内容 

 （１）人材養成の目標 

      これからの農学教育にその養成が求められている人材は、極めて人間的で

あり、かつ理性的な認識力並びに創造的な構想能力と設計能力を持った農業

と農学の実践者である。具体的には食料の自給や生物資源の確保、国際的な

協調、自然環境の保全、安全な食の供給等に関する高い識見と展望を持ち、

認識科学的な素養を前提に生命科学や環境科学等の知識や方法論を開拓、活

用して、食料生産、生物資源の開発利用、生物生態環境や国土の保全にかか

わる諸課題を解決するための創造活動を進める人材である。したがって、こ

れからの農学教育には、新たな社会規範と地球規模での課題解決のための科

学的な理論と方法を開拓し、実践できる気概、能力、技術、態度を有する人

材を養成することが求められる。 

 

 （２）教育体制の充実 

      現在のわが国の農学教育は各大学の発足の経緯や存立基盤を基にし、また、

食料不足や環境破壊などの世界的な課題の解決を目指し、多様で個性的な教

育組織体制と教育課程を編成して進められている。しかし、学部や学科ある
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いは大学院研究科や専攻の規模は小さくかつ分野も極めて限られており、国

際的な視点に立って農業や農学の動向を総合的に理解し、わが国の食料生産

や国土の保全のみならず地球規模での課題解決に貢献できる人材を養成する

には多くの改革改善が求められる。このためには、現在の農学系学部並びに

研究科がそれぞれが得意とする確かな拠点を築き、拠点を多元的に連携する

農学教育のネットワークシステムを構築することが現実的であろう。このネ

ットワークシステムには、国内外の研究機関や行政機関も取り込み、世界の

知を交流する体制とすべきである。しかし、遠くない将来を展望して、農学

系学部や研究科を再編統合して新たな組織体制を創出する戦略を立てること

も必要であろう。 

 

 （３）教育改善の具体策 

      農学教育に求められる課題解決型の人材養成を進めるには、限られた教育

資源のもとで教育効果を最大化できる具体的な教育改善方策を速やかに構築

することが必要である。そのために以下の具体策を例示した。 

①学部教育における農学コアカリキュラムの整備と教育の質の保証 

②学部教育における専門基礎教育の整備充実 

③学部教育への課題対応型教育プログラムの導入 

④大学院における個性的な農学教育の推進 

⑤大学院におけるグローバル教育の推進 

⑥大学院教育制度の弾力的な運用と多様な学位の授与 

⑦学部卒業生及び大学院修了生の進路の確保と拡大 

⑧ポストドクターの就職支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

目   次 

 

序 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

１ 農業と農学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（１）これまでの農業と農学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  ① 農業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  ② 農学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

（２）これからの農業と農学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

  ① 農業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

  ② 農学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

２ 農学教育・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（１）これまでの農学教育の視点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（２）農学教育の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 ① 学部学士課程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 ② 大学院修士課程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 ③ 大学院博士課程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（３）これからの農学教育のあり方(提言)・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

① 人材養成の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

   ② 教育体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  ③ 教育領域と内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

④ 教育改善の具体策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

ａ 学部教育における農学コアカリキュラムの整備と教育の質の保証・・11 

ｂ 学部教育における専門基礎教育の整備充実・・・・・・・・・・・・12 

ｃ 学部教育への課題対応型教育プログラムの導入・・・・・ ・・・・12 

ｄ 大学院における個性的な農学教育の推進・・・・・・・・・・・・・12 

ｅ 大学院におけるグローバル教育の推進・・・・・・・・・・・・・・13 

ｆ 大学院教育制度の弾力的な運用と多様な学位の授与・・・・・・・・13 

ｇ 学部卒業生及び大学院修了生の進路の確保と拡大・・・・・・・・・14 

ｈ ポストドクターの就職支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

 

参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18



1 

 

序  

 

新生の第２０期日本学術会議は平成１７年１０月１日に発足した。今回の改正は

全面的であり、組織、機構、運営、設置形態のすべての面での改正が行われている。

とりわけ、８２万人の科学者の代表としての日本学術会議に２１０名の会員を置き、

会員は優れた研究または業績がある科学者から選び、それぞれの会員は新たに設置

された第一部、第二部、第三部のいずれかに属することにしている。また、会員と

連携して活動するために約２，０００名の連携会員を置いた（１、２）。 

  第１９期までの組織体制は文学、法学、経済学、理学、工学、農学、医学の７部

制であり、それぞれの部が当該分野の活動の基盤となっていた。そして、会員の選

出は学協会からの推薦によっており、会員の活動もそれぞれの学協会との連絡調整

を図ることを重要な使命としていた。また、複数の学協会からなる研究連絡委員会

はその構成学会から推薦された研究連絡委員で構成され、関連学術分野の連絡調整

や研究推進策について審議してきた（３）。日本学術会議がこれまでその組織体制

の基礎としてきた７部体制は、多くの問題点も指摘はされてきた一方で、わが国の

学術分野を分類する大きな指標として各方面で援用されてきた。そのために、この

日本学術会議の組織体制の変更は、多くの学界や教育界等に対して少なからぬ影響

を及ぼしている。 

  日本学術会議が今期から採用した学術分野の分類法によって、従来の文学、法学、

経済学、理学、工学、農学、医学という用語は日本学術会議法からは無くなってい

る（１）。しかし、学術研究や教育の世界からこれらの学術分野が無くなったので

はないし、これらの分野やそれを専門とする科学者は依然として存在し、将来に渡

って活動し続けなければならない。それだけに、日本学術会議はこれらの学術領域

の体系的な発展についても十分な配慮を行い、関連学協会との連絡調整を図らなけ

ればならない。 

  今回の日本学術会議の改革によって創設された第二部関連の生産農学委員会の

下に農学教育分科会を組織し、農学と農学教育のあり方を、特に人材養成の視点か

ら審議した。 

農学について論ずる場合、まず研究のあり方を取り上げ、その検討の成果を教育

活動の発展に反映させるといった議論の進め方があろう。しかし、今日の研究活動、

特に課題対応型の研究活動を、すでに確立したあるいは確立されつつある学術分野

の枠組みに位置づけることは、あまり意味をなさない状況にある。かつて農学分野

の研究と位置づけられた研究も、その展開過程ではいろいろな分野の研究に発展し

ていくのである。したがって、ここではこうした農学における研究の方向性を意識

しつつ、教育体系を検討することにした。 
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一方、教育は計画的で組織的な人材養成活動であり、即効的な効果は望むべきで

はなく、その成果は次世代の成長に期待することになる。したがって、今後の農学

教育のあり方を提案するに当たっては、その根拠となる農学とその関連分野の学術

的かつ社会的な情勢の変化を整理しておくことが前提となる。そこで、農業や農学

の歴史的な変遷も概観しながら農業・農学と農学教育の現状を吟味し、今後の状況

を検討した。その結果を踏まえて、これからの農学教育のあり方を審議した。 

ここに述べた農学教育には、自然と人間とを愛し、生命と生活を支える食料や生

物資源の生産や地球温暖化を始めとする地球環境の保全等の困難な課題を科学的

に解決する人材を養成することを求めた。そしてこのために学部学士課程並びに大

学院課程において積極的に取り組むことが望まれる事項を例示した。本報告書は、

農学教育を実質的に発展させることが実は農学と農業の発展の基盤であるとの基

本的な認識に立ってまとめたものであり、この報告書が農学教育論議を刺激し、多

くの優れた人材を養成することに繋がることを期待している。 

  なお、本報告においては、特に断らない限り、農業は農林水産業及び食品産業を

主とする生物関連産業を指し、農学はこれらの産業活動や農山漁村に関する学術並

びに生命科学及び環境科学の一部を分担する学術分野として取り扱っている。 

 

 

１ 農業と農学 

（１）これまでの農業と農学 

① 農業 

     農業は自然との共生を軸にした再生可能な生物資源の生産を通して人類

の生存と繁栄の基盤を提供してきた。わが国の農業は、その地理的及び気候

的な条件を生かして、水田稲作農業を中心に高い生産性を維持し、その上で、

国土や水源の保持など多面的な機能を果たしてきた（４，６、７）。しかし、

２０世紀の世界人口の爆発的な増加と食生活水準の向上は異常とも言える

食料の増産を求めた。このために農耕牧地の拡大に加えて、機械化や施設化

等による集約化と工業化によって人類の生存を全体としては保障する食料

の生産を可能にしてきた。しかし、その分配には偏りがあり、現在、栄養不

足・飢餓人口は約９億人と推定されている。「すべての人々に食料を」（世

界食料サミット、１９９６年１２月）が食料の安全保障に関する国際的な合

意とされた（８）。わが国は世界一の食料純輸入国であり、わが国のみなら

ず世界の農業と食料生産の持続的な発展を重要な課題として取り扱わなけ

ればならない（９，１０）。 

        わが国の国民の農業に対する期待の第一位は「安全な食料の供給」で過

半数を越え、次いで「輸入に頼らない安定的な食料の供給」である。食生活
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は豊かで便利になったが、食の安全と安心に対して国民は大きな疑念をいだ

いている（１１）。したがって、現在では、農業はその消費者や実需者を意

識した生産や流通活動を展開しつつある。 

 

② 農学 

これまでに世界の多くの学者が農学を定義してきた（４，５，６，７）。

その意図するところをまとめると、農学とは、食料生産を始めとする生物関

連産業の振興、農村地域社会の発展及び地球生態環境の保全を通して、生産

者のみならず広く人類の福祉の向上に貢献することを使命とする学術とな

ろう。近代農学も近代（西欧）科学の観点に立って構築され、人間は自然を

要素還元的な思考方法によって理解しかつ支配の対象とし、農学においても

個別の生産物や生産手段に対応させて専門分化し、このことを発展としてき

た（４，５，７）。 

とりわけ、第２次世界大戦の敗戦によってもたらされた壊滅的な社会経済

状況が、結果的に国民の生存のための食料や生活資材の確保と増産に大きな

貢献をした。１９５５年以降の高度経済成長時代を迎え、農学は一層の専門

分化を進め、農地、農業水利の整備、新品種の育成、栽培・飼養技術の改良、

化学資材の創出、機械・施設の開発、加工・流通技術の革新など、高度な農

業関連技術の基盤を作り、戦後の日本農学は誇るべき成果をあげた（５，７，

１２）。 

この専門分化による農学の展開は、一方では予期せぬ負の効果をもたらす

ことになった。生産物の特化・単一化方式による効率優先の生物生産技術は

生産基盤や生産環境の劣化をもたらし、持続可能な農業の展開にはならず、

環境汚染や食料の安全性を脅かすことに繋がった。また、経済性の追求等に

よる耕地の管理不備や耕作放棄により、保水、防災、緑地、景観などの国土

保全、環境保持機能が劣化することになり、生態環境価値や生活価値などの

農業に内在している多面的な価値の全面的な展開が農学に求められた。さら

に、世界的な規模での食料問題や環境問題等の解決が農学に期待されるよう

になった。また、分子生物学等の展開による革新的な生命科学技術の開発に

より、新たな農学の展開の基盤が与えられた（１２）。 

 

（２）これからの農業と農学 

① 農業 

       農業が時代を超えて果たさなければならない役割は二つある。その一つは、

食料や生物資源を持続的に再生産し、人間の生命・生活の維持・発展と新た

な生物産業の開発・展開である（１０，１３）。もう一つは、生物多様性や
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生態系の維持・管理、水等の地域資源の循環的利用による地域と国土の維持

・保全、さらに地球温暖化対応等を中心にした地球規模の生態環境の保全・

改善である。これら二つの役割は、農業の持つ多面的な機能として、また、

今後の農業活動の核として継承・発展させなければならない課題である（１

２）。 

       今日の農業に求められている新たな国民的な課題は、全国民の生命と生活

を守り発展させる立場に立ち、また、地球規模での視点に立って、その活動

を展開することである。確かに、国民の８割が国産の安全な食品を望んでい

る（１１）。しかし、農業人口の減少と高齢化の進行による耕作放棄や農地

の転用等により日本農業は確実に弱体化し、輸入によって食料を補完せざる

を得ない状況にある。現在のカロリーベースでの食料自給率が４０％以下で

あること（９）は、農業が付託された国民的な使命を果たす立場からも改善

すべき課題であろう（６，１０）。また、農業の弱体化や農村の疲弊は国土

の保全機能、景観維持機能、保健休養機能などの多様な公益機能を失うこと

になり、国の存亡にかかわることでもある（１２）。 

もう一つの農業に対する国民の関心事は食料・食品の安全性に関する課題

であり、これは極言すれば、個人の生命の安全保障に関する事項である。こ

れまでの「食の工業化」による食の大量生産システムは、生産と加工の論理

を優先し消費の論理を疎んじてきた。これからの食品産業は消費に先導され、

食材の安全性だけでなく、一般消費者の健康を維持発展させる視点からの食

の健全性と安全性を取り入れたフードシステムの形成と運用を基本としな

ければならない（１４，１５）。 

 

② 農学 

農学は人間と社会のための学術として独自の成果をあげてきた。また、農

学研究は生命現象や社会活動を観察し、実証し、認識するための認知活動も

推進し、物質科学、生命科学や人文社会科学等との多様な重なりをもって、

これらの学術の発展にも貢献してきた（４，６）。これからの農学に求めら

れる課題は、これまでの専門分化した科学知の領域を越えて、地球規模での

困難な課題を解決するための新たな知的創造活動を展開し、新たな知の体系

化を図ることである。日本学術会議は、第１７期以来、新たな学術のあり方

について、特別委員会、部会や総会等の場を通していろいろな面から審議し

てきた（１６,１７,１８）。この成果は、生態環境破壊、食料や資源の枯渇、

貧困と飢餓の拡大等を系統的に解決する新たな農学の構築にも活用される

べきであり、これまでの基礎科学の応用や実学の推進という理念と方法論だ

けでは不十分である（４，６，７）。 
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農学は物理科学等の自然物の認識科学とは異なる科学、つまり設計科学の

一つの領域であると位置づけられる。設計科学は人間の知的な活動によって、

社会的、生物的そして工学的な人工物を自由に構想し作出する科学であると

規定できる（１７）。作物や家畜などは人知を加えた生物的な人工物であり、

これらの生物人工物の作出にかかわるプログラムを設計し実践する科学の

領域であると、農学を規定することが可能である（７）。 

新しい農学を価値追求的な人工物設計科学として類型化し、近代認識科学

とは異なる科学と位置づけるとしても、いわゆる自然法則の発見や自然観の

深化をもたらす自然（認識）科学や人間と社会の現象を理解し解釈する人間

科学から離れることにはならない。したがって、自然科学と人間科学を統合

し、生物生産や地球生態環境をめぐる特定の価値目標の実現を目指す実際科

学とも規定されている（４）。いずれにしても、農学は生物的な人工物を構

想・設計することと生命世界や人間社会のありようを認識することとを、車

の両輪とした学術を展開することになろう。いわゆる「持続（的に発展）可

能な人間社会」を目指す新たな知的な活動スタイルを開拓することが、農学

の学術的な発展のための課題となろう。 

さらに、今後の農学には、生活者の知を重視した新たな学術を構築するこ

とが期待される。そこでは科学的な知見と洞察力に立脚して、生活の考え方

やあり方について提案する役割をまず果たすべきであろう。この生活者の知

の論理が今日のわが国における食品の安全と食に対する安心を巡る深刻な

社会問題の解決に必要とされている。農学は食品の生産、流通と消費に関す

る学術を分担しているので、食品の安全性や安心できる食生活についての理

論と技術を構築する役割を果たさなければならない（１４，１５）。 

このように多くの課題の解決が農学に求められている。農学はこれまでの

理論科学や実験科学の論理と方法論のみでなく、フィールド科学の提案とそ

の実践等に見られるように、新たな理論と方法を持つ科学の創出にも参加し

なければならない（６，７）。 

 

２ 農学教育 

（１）これまでの農学教育の視点 

     わが国における近代農学教育は、１８７６年の札幌農学校と１８７８年の駒

場農学校の開設を基にして発展してきた。ここでの教育目標は国を近代化する

ための殖産興業と富国強兵を支える人材の育成であり、そのために西欧の近代

科学や近代農学に関する教育体制や教育課程、教育内容を、外国人教師の招請

と合わせて導入し、西欧化・近代化を大きな評価の対象にした。ここでの教育

は個別の生産物や生産手段等に対応して細分化された専門分野についてのい
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わゆる先端知識や技術の導入を主とした知識伝達教育であった。したがって、

わが国固有の農業や農村問題を現場対応で解決する人材の養成は主な目的に

はならず、農業の現場が求める課題解決に直接繋がらないことがしばしば指摘

されてきた（４）。 

１９００年以降、農学に関する高等教育機関として、大学の農学部に加えて

高等農林学校を設置し、専門業種を特定した専門職業人の養成教育が進められ

た。言うなれば個別の産業を支えるための教育体系の設置であり、産業社会の

要求を満たす人材養成を進める教育体制が敷かれた（４，７，１９）。 

     産業対応型の教育研究体制は、その出来不出来ではなくて、その産業の経済

社会における相対的な地位によって変動せざるを得ない。特に、高度成長期の

わが国における農業及び関連産業の経済的な地位は一方的に低下し、農学関係

の教育研究機関の改組転換が進められることになった。しかし、１９７０年代

以降、わが国のみならず世界的な規模で提起された食料問題や地球環境問題を

解決できる人材、さらには分子生物学等の新規学術分野の展開による革新的な

生命科学技術の開発・利用に必要な人材の養成は、農学教育の新たな展開をも

たらした（６，７，１０，１２，１３，１８、資料１－６）。 

 

（２）農学教育の現状 

     １９８０年代以降、農学系の学部、学科及び大学院研究科、専攻の改組転換

を始めとする教育改革が全面的に進められた。それまで農学部を構成していた

基本的な学科（農学科、農芸化学科、農業工学科、農業経済学科、林学科、畜

産学科、獣医学科、水産学科）体制は、獣医学科を除いて、その教育分野の転

換とともに名称も大きく変更された。大学院農学研究科についても学部改革と

連動させて抜本的な改変が図られた。この農学部及び農学研究科の改革は新制

大学制度の発足以来の大改革であり、今後の農学系の高等教育の新たな基盤を

提供したと言える。学士課程、修士課程及び博士課程の現況について以下にそ

の概要を記す(資料１－７)。なお、この状況は過去５年間に大きく変わること

はなかった。 

 

   ① 学部学士課程 

学部数は７１で、農学部に加えて２２種類の学部名称を掲げて農学系の教

育研究を分担している。学科数は２２１で、その種類は１０９に及んでいる。

最も多い学科名称は獣医学科で１６、次いで生物生産（科）学科が１３、生

物環境（科）学科が９、生物資源（科）学科が８、応用生物（科）学科が７

と続いている。このことは教育組織体制と教育課程の多様性と個性化が大き

く進められたことを如実に示している。 
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        平成１８年度の農学系学部生の動向を見ると、学部在籍者数は７１，３９

３人で、全大学学部在籍者数の２．７％に相当した。新入生数は１６，５４

２人で、入学志願倍率は６．４２倍であり、全大学学部志願倍率（５．８２

倍）を上回っていた。また、卒業生数は１６，０１９人で、その進路は大学

院への進学者が２６．４％、就職者が５９．１％、その他の未就業者が９．

３％となっていた。 

就職先を職業別に見ると、専門的・技術的職業従事者が一番多く３８．２

％で、その内訳は農林水産業・食品技術者等が３７．６％、獣医師が２０．

７％であった。次いで、販売従事者が２４．８％、事務従事者が２０．１％、

農林水産従事者が３．３％となっていた。産業別で見ると、食品、飲料、飼

料等の製造業への就職者が一番多く２６．１％で、次いで卸売・小売業へ１

７．８％、サービス業へ１５．９％、公務員が６．３％、農林水産業への就

職者は５．１％となっていた。このような多様な職種への就職は、社会が農

学系学士に対しては限られた高い専門性だけでなく、広い視野と多様な専門

能力を求めていることを示している。 

 

② 大学院修士課程 

大学院修士課程（博士前期課程を含む）は６０研究科に設置されており、

その名称と構成から大きく２５種類に分けられる。専攻数は１８５で、大き

く１２９種類に分類される。在籍者数は７，９１８人で、全大学大学院修士

課程在籍学生数の４．７％に当たっていた。新入学生数は４，３７４人で、

志願倍率は１．３６倍であった。修了者（修士）数は３，８２５人で、修了

後の進路は進学者が１９．２％、就職者が７０．１％で、その他未就業者が

８．４％であった。 

       就職者の職業別就職先を見ると、専門的・技術的職業従事者が最も多く

６９．７％で、その内訳は農林水産業・食品技術者が３８．４％、科学研

究者が１９．３％、情報処理技術者が７．５％、化学工業等技術者が６．

８％となっていた。次いで事務従事者で１２．９％、販売従事者の７．０

％となり、農林水産業従事者は０．４％に過ぎなかった。一方、産業別で

は、製造業への就職者が４８．３％で、その主な内訳は食料品・飲料・た

ばこ・飼料製造業へ５０．３％、化学工業・石油・石炭製品製造業へ２８．

９％であった。次いでサービス業へ１３．２％、公務員として６．９％が

就職していた。農学系の修士は専門技術者として社会に求められており、

学んだ高い専門性を発揮できる職業に従事していると言える。 

 

③ 大学院博士課程 
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研究科数は４９で、その名称と構成から大きく２６種類に分類される。専

攻数は１４０で大きく９３種類に分類できる。在籍学生数は４，６９２人で、

全大学大学院博士課程在籍学生数の６．２％に当たっていた。新入学生数は

１，１３１人で、その志願倍率は１．０７倍であった。修了者（博士）数は

１，０５６人で、その内就職者は５１．６％で、その他の未就業者が３７．

４％に達した。 

    博士の就職先は、職業別では専門的・技術的職業従事者が９１．７％で、

その内訳は科学研究者が６２．２％、大学教員が１９．０％となっていた。

産業別では、教育・学習支援業が４０．９％、サービス業（学術開発機関を

含む）が２６．６％、公務員が８．０％である。博士課程修了時に就職でき

る者は約半数であるが、就職先は博士としての識見と高度の専門能力が期待

されている職種である。しかし、就職希望者の半数に対して適切な職を提供

できない現状は教育上の大きな問題であり、抜本的な解決が求められる。 

 

（３）これからの農学教育のあり方(提言) 

   ① 人材養成の目標 

これからの農学教育にその養成が求められている人材は、抽象的に言えば、

人間的な資質に秀で、理性的な認識力と創造的な構想力と設計力を持つ農業

と農学の実践者ということになろう。言うなれば、これからの農学教育の基

本的な使命は人間的に豊かで枯れることのない知の泉の開拓者を養成する

ことにあると言える。 

       もう少し具体的に人材像を分析してみよう。まず、人間的な資質とは、

市民的な資質に加えて、職業人として求められる社会的な任務や責任を果

たすために必要な良心、正義、倫理、法令順守などの高い規範意識を有す

ることである。これには自前の食料の確保、国際的な協調、自然環境の保

全、安全な食の供給等に関する高い識見と展望を持つことも含まれる。ま

た、理性的な認識力と創造的な構想力と設計力の養成とは、自然（認識）

科学や人間科学的な素養を前提に生命科学や環境科学等の知識・方法論を

活用開拓して、食料や生物資源の生産・利用あるいは地球環境や国土の保

全にかかわる課題の最適解を導くための知的な創造活動を進める能力であ

る。このような能力の涵養が将来の研究者、教育者に加えて行政施策の企

画立案者や企業の指導者等を養成するための基盤となる。したがって、こ

れからの農学教育には、高い社会規範を持ち、地球規模の新たな課題を解

決するための科学的な理論と方法を開拓し、実践する気概、能力、知識、

技能や態度を有する人材を養成することが求められる（６，１８）。 
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② 教育体制の充実 

現在のわが国の農学教育体制は、その発足の経緯からして、また国際標準

に照らして、小規模で限定的な分野で構成されており、多くの学部は農学の

一部分を分担しているに過ぎず、農学全体を教育する体制にはなっていない

(１９、資料１－７)。１９８５年以来、大学院博士課程教育には複数の国立

大学が参加して連合農学研究科を設置し、参加大学の特質を共有する連携型

の大学院教育を進めている（資料４）。しかし、この連携体制は大学院博士

課程に限られており、学士課程教育や修士課程教育には適応されていない。 

今後の農学教育には世界の農業や農学の動向を総合的に学習し、多様な知

の修得と活用を促す分野横断型の教育体制の構築が求められている。このた

めには、現在の各大学学部がそれぞれの歴史性や社会性をもとに確かな知の

拠点を築き、それらの拠点を多元的に連携する農学教育のネットワークシス

テムを連携型の大学院教育の経験を踏まえて構築することが現実的であろ

う。このネットワークシステムには、国内の研究機関や行政機関のみならず

外国の大学や研究機関も取り込み、世界の知の循環系を構築すべきである。

もちろん、このネットワークシステムが機能的に作動するためには、それぞ

れの大学の教育力を継続的に整備充実しておくことが前提となるが、そのた

めの新たな資源の導入も必要となる。 

しかし、世界に開いた国際的な農学を提供するためには、遠くない将来に

おいて、現在の農学系学部や研究科を再編統合して、新たな組織体制を創出

する戦略を立てることも必要であろう。ここでは組織論としての再編統合論

が先にあるのではなく、将来に向けて農学教育に求められている基本構想を

立案する過程で追求されるべきことである。 

     最近、多くの人々は生活環境や食品あるいは健康に対する安全や安心を確

保するための科学的な根拠の開示・説明を農学教育に求めている（１１，１

４，１５）。この社会教育活動は、生活基盤を支援する生涯学習教育として、

今後の農学教育の一つの役割として取り組むべき課題であろう。このために

は、個別大学による地域連携生涯教育や公開講座の枠に留まらず、農学教育

のネットワークシステムを活用し、国及び地域の社会教育事業と協力して実

施することが有効であろう。 

また、初等中等教育においても農学教育を導入する意義は大きく、すでに

子どもの成育環境を改善するために取り入れられている。このことによって

子どもを元気にする自然体験、集団体験や運動体験を回復しつつある。前述

したように農学は自然と人間を対象にした学術であり、その体験学習は総合

的な理科教育と合わせて豊かな人間性の涵養とともに伝統や文化の教育に

も有効である。（７，１２，２１）。 
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     諸外国の事情について見た場合、農学教育体制はそれぞれの国の農林水産

業の位置づけと教育戦略によって異なっている。しかしながら、欧米でも農

学は食料や生物資源の生産・流通・消費，そして地域環境・地球環境の保全

と管理にかかわる学術領域を担当し、明確な理念と使命を担っている。例え

ば、米国では農務省の研究室が大学にも設置され、教員が学生教育に加えて

普及専門職（エクステンションスペシャリスト）として地域の営農指導や技

術普及も担当している（２２）。ドイツにおいても大学と公的研究機関が一

体となって教育研究プログラムを開発しその実践のために教職員の人事交

流も活発に行われている。さらに、近年、この範囲が国家を越えて EU 全体

に拡大していることも特筆すべき点である（２３，２４）。わが国の農学教

育においても、最近、連携大学院制度に基づいて、試験研究機関の大学教育

への参画も見られるが、まだ部分的であり所期の成果を上げているとは言い

難い。社会と共に農学教育を進めるためには、大学の枠組みだけではなく、

社会の多くの機関や団体と連携を図り、多様な教育体制を模索すべきであり、

社会全体で優れた人材を養成するという理念が求められる。 

 

③ 教育の領域と内容 

       農学は自然と人間の営みを対象とした学術分野であるので、農学教育は

多様な臨地体験を通した学習活動によって、一定の自然観、人間観及び科

学観を持った人材を養成することが大事である。このためには、これまで

に展開してきた学術知の系譜を基本的な学識として修得した上で、臨地実

習やインターンシップのみならずボランタリ活動や NPO 活動等への参加に

より、学術知の有効性と限界を体験する中で、人間と自然に関するより有

効な学習が展開されることになる。最近、深刻な社会問題として食品の安

全性に関する事件・事故が頻発している。これらはその根底には人間とし

ての資質に加えて、職業倫理あるいは生命倫理の破壊と呼べる社会規範や

順法精神の崩壊がある。これらに対しても、農学教育は教養教育等との整

合性を保ちながら取り組まなければならない（７，１４，１５）。 

もちろん、農学に関する高度な専門職業人としては、それぞれの専門分野

がその時々に到達している先端的な課題や結論を系統的に理解するのみな

らず、その専門性が拠って立っている対象や方法論そして評価基準を正しく

認識していなければならない。そして、その専門的な対象領域、方法論と評

価の視点を進化・発展させる能力を養うことが求められる。この未来志向の

農学教育には、従来の農学領域に加えて、新たな科学的な理論や方法論を開

拓する能力を涵養することが期待されている（６）。 
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わが国の食料の自給率はカロリーベースで３９％である。自国民の食料を

すべて自国内で供給しなければならないことはないが、もしそうであるなら

ば、わが国の農学は世界の食料生産や生産環境を視野に入れた地球規模の農

学を思考・展開し、そのための人材を養成する使命を果たさなければならな

い。単なる国際貢献や進んだ技術の移転などではなく、それぞれの地域の特

性を生かした食料生産を主体的に推進できる科学能力つまり高度な実践的

な職業人を養成しなければならないのである。しかし、世界の食料事情は決

して安定した情況にはなく、国民の命と生活を守る立場に立つと、自給率を

少しでも高めておくことは国民的な課題として合意を得ておく必要がある

（１０）。 

 

④ 教育改善の具体策 

      地球規模での食料の偏在と不足、地球温暖化の進行、生態環境の破壊、

食品の安全性の確保等の複雑で困難な課題を未来に向けて解決しうる人材

を養成するためには、農学系の学部及び大学院はその教育体制、教育課程

あるいは学生の進路等について継続して改革・改善を進める必要がある（４，

６，７，１０）。 

また、近年の財政等の逼迫により、国立大学法人大学を含めた高等教育機

関に対する国や自治体からの大幅な財政支援は期待できず、農学分野のみな

らず多くの分野の教育水準を維持することさえ困難な状況になりつつある。

限られた資源のもとで教育効果を最大化できる教育実践策も現場の実情を

踏まえて構築する必要性に迫られている。このような理由から、以下に特に

農学教育に望まれる改革・改善の具体例を提案する。 

 

ａ 学部教育における農学コアカリキュラムの整備と教育の質の保証 

現在の学部教育体制は多様化しかつ個性化しており（資料１－３）、農学

が基盤とすべき教育課程も不明確になりつつある。したがって、各大学は共

通して農学教育の核心とすべきコアカリキュラムを整備する必要がある。農

学教育は生命世界の認識や人間社会の解釈を深めるための基本的な知の体

系、食料や生物資源を安定的に生産し、安全に消費するための専門的な知識

と技術並びに国土や地球環境の維持保全に関する基本的な識見を有する人

材を養成することが基本である。この教育を実現するために精選された基盤

的内容をもつ農学コアカリキュラムを整備することは、多様な農学教育を展

開する上でも、また社会的な認識を高める上でも肝要である。また、コアカ

リキュラムの適切な実践により農学系学士としての最低限の資質を保障す

ることになる。農学コアカリキュラムを実施するに当たっては、科目名の統
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一や内容の標準化さらには授業のための教科書の出版活動などが求められ

る。 

 

ｂ 学部教育における専門基礎教育の整備充実 

今日の農学分野の専門基礎教育は、それぞれの専門領域に固有の課題のみ

ならず農学を広く学ぶ上で必要な基礎的な能力を涵養する教育課程である。

この専門基礎教育の整備充実は最近の学生の学力や学習力の低下等を改善

する一つの有力な方法である。例えば、農学の専門基礎科目である有機化学、

生物化学、分子生物学、環境学、情報解析学等は、他の理科系学部でも開講

されており、それぞれの大学において学部を超えた「大学共通専門基礎科目」

群として、全学出動で系統的に教育を進めることは、優れた教育内容を提供

する上でも、また、学生の基礎学力を向上させる上でも有効な方策となろう。

一方、単科系大学の場合は周辺の大学との教育連携やサテライト教育システ

ムを採用するなど、一般教育と併せて学部の専門基礎科目の効率的な実施体

制を構築すべきであろう。この方策は大学院教育における基礎教育にも援用

したい。 

 

ｃ 学部教育への課題対応型教育プログラムの導入 

農学は従来型の個別専門領域の深化を追及しつつも、一方で、食料問題や

地球温暖化問題等の困難な課題を科学的に分析し解決する専門家を養成す

るための課題対応型の教育プログラムを導入し整備する必要がある。課題対

応型の教育プログラムはそれぞれの学部が有する専門分野の幾つかを統合

することによって弾力的に構成することになる。この教育プログラムとして

は「食品安全プログラム」、「国際農業プログラム」、「環境保全プログラ

ム」等があげられよう。各大学はそれまでの人材養成の実績や研究成果を踏

まえて、特色ある教育プログラムを編成し、社会の求める新たな人材養成に

応えることになる。いずれにしても、この教育プログラムは「社会に見える

農学、未来に開いた農学」の取り組みであり、農学教育の社会的な存在感を

高める上でも有効である。 

 

ｄ 大学院における個性的な農学教育の推進 

今日の農学系の大学院研究科並びに専攻はその構成と内容において多様

化と個性化が一段と進められている（資料４－７）。しかし、多様化と個性

化がどの程度実質化され、いかなる成果をあげつつあるかについては、まだ

評価の段階ではないかもしれない。個々の研究科はその目指す理念、目標を

実現するための教育研究領域をさらに精選し、教育内容と教育方法を改善し、
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その充実のために必要な人的資源と教育施設や設備を集中的に整備し、個性

豊かな専門職業人の養成に当たることは当然である。教育活動の個性化は研

究活動の個性化でもあり、大学院の高度化に対しても有効に作用するであろ

う。言うまでもなく、わが国全体としては、農学教育の全領域を整備充実し

ておかなくてはならない。ここで問題にしている研究科の個性化は教育分野

や教育内容の相互分担による高度化と先端化を含意しており、教育力におけ

る研究科の差異を問題にしているのではない。それぞれの研究科の一層の個

性化については、まず、それぞれの立場で調査・研究し、かつ、国レベルで

均整の取れた農学教育体制の構築に資するものでなければならない。 

 

ｅ 大学院におけるグローバル教育の推進 

農学は地球規模の広がりを持つ学術であり、農学教育にはグローバルに活

躍できる人材養成が求められている。とりわけ、長期的な展望のもとに相互

互恵の立場から国際標準や国際的なルール作りを主導できる人材の養成は

重要である。すでに外国の大学や研究機関と学術交流協定等を結び、交

換留学制度などの多様な国際交流教育プログラムは実施されているが、

国際派の指導的な専門家を十分養成するには至っていない。このために

は協定大学等との学生派遣を一層深めることも大事であるが、国際関係

学系の他の研究科等と連携を組み、国際農学のための新たな教育プログ

ラムを開発し、海外拠点を設け、実践的なグローバル教育を追及すべきであ

る。特に、グローバル教育を効果的に進める上では、国際コミュニケーショ

ン能力を強化し国際理解の基礎力を養うとともに、海外インターンシップ制

の構築により実体験教育の場を整備充実し、地球をキャンパスとした大学院

教育を展開することが求められる。このような実体験型の農学国際教育は外

国の多くの農学系の大学では実践されており、その成果は国際理解力のみな

らず自国の農業や農学を見直し改善する能力を育てることにもなっている

（２０）。 

 

ｆ 大学院教育制度の弾力的な運用と多様な学位の授与 

現在、６０の農学系研究科が１８５の専攻を設置し、約７，９００人の学

生を対象に修士課程(博士前期課程)の教育を進めている (資料７)。このよ

うに教育組織は大幅に多様化され個性化されており、社会の複雑化と価値の

多様化に対応できる多種多様な専門家の養成を可能にしている。この多様化

した大学院を自学部の卒業者のみではなく、他学部や他大学の卒業者に広く

開放し、受け入れる運営をする必要がある。また、学ぶ目的を明確に持った

社会人（退職者を含む）も積極的に受け入れ、様々なキャリアーを持つ人々
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のニーズに合った教育プログラムに整備し、多様なキャリアパスが担保され

る運営が必要である。例えば、現行制度の弾力的な運営に加えて、優秀な研

究者を養成するための博士養成コース（博士課程の５年一貫制）、高度専門

職業人を養成するための修士養成コース（学士課程と博士前期課程の６年一

貫制）に加えて、現在その抜本的な解決が求められている食の安全性や環境

の診断や保全等の実務に当たる専門職を養成する専門職大学院の設置も具

体的に検討されるべきであろう。 

多様な教育組織体制を活用するもう一つの方法は複数の学位を有する専

門家を養成することである。一定期間に複数の学位を取得できる履修形態を

ジョイント・ディグリー制、２種類の専門科目を同時に学ぶ履修形態をダブ

ルメジャー制と呼び、これらの制度の大学院教育へ導入は重要な視点である。

これらの学位は農学分野内の専門別のみではなく、理学、工学、医学あるい

は人文社会科学領域と組み合わせた学位の取得も追及すべきである。最近、

農工融合や農医融合など新しい融合領域が模索され、その進展が大いに期待

されている（２５）。このような複数の学位の修得者は新規分野の開拓者と

して、また政策立案能力に長けた行政官や企業や団体の経営者あるいは高度

なジャーナリスト等としてその活躍が期待されている。 

 

ｇ 学部卒業生及び大学院修了生の進路の確保と拡大 

農学系の学部卒業生及び大学院修了生の進路の安定確保と整備拡大は、教

育機関としての存在意義にかかわる重要な課題である。まず、農学系の学士、

修士、博士の進路の現状と課題について以下に概観する。 

学部卒業生(学士)の約３０％が主として農学系の大学院修士課程へ進学

し、約６０％が就職している。大学院への進学は高度な専門技術者として成

長するためであり、理科系学部卒業者に共通の傾向として、今後維持ないし

は増加する傾向にある。就職者の職業別就職先では専門技術者、販売従事者、

事務従事者で９０％以上を占めている。産業別では製造業、卸売・小売業、

サービス業、公務員への就職者が約８５％で、農林水産業への就職者は８５

０人で５．１％であった(資料７)。これらのことは学部卒業の就職者は学部

の教育課程の成果を直接あるいは間接的に発揮しうる進路を選択している

と言える。 

大学院修士課程の修了者（修士）は、その約２０％が大学院博士課程へ進

学し、約７０％が就職している。この進学率は全大学院修士修了者の博士課

程への進学率（１３．２％）に比較して高かった。就職者の就職先を職業別

に見ると、約７０％が専門技術職に就き、２０％が事務職と販売サービス職

に就いている(資料７)。このように修士課程修了者は広い意味での農学系の
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専門知識と能力を発揮できる職業に就き、個人的な希望を叶え、かつ社会の

要請に応えていると言える。しかし、今日の農学教育分野の拡大や農学教育

に対する社会的な要望の多様化から判断すると、修士課程修了者の進路はさ

らに拡大される必要がある。とりわけ、世界の食料問題や地球温暖化問題等

の地球規模で課題を解決する専門家としての活躍の場を拡大しなければな

らない。このためには、国際機関や海外の企業・団体等で求められている技

能（スキル）、例えば、英語でのコミュニケーション能力や異文化理解力を

高めておくことが重要となろう。 

大学院博士課程修了者(博士)の内、就職者は５５０人で、その就職率は５

２％であり、その他の未就業者が３７％であった。職業別の就職先は専門技

術職が９１．７％で大半を占めており、その内訳は科学研究職が６２．２％、

大学教育職が１９．０％、高度専門技術職が５．６％となっていた(資料７)。

このような就職先は、農学系の博士に求められている職種である。しかし、

今日、農学系の博士に求められている能力はそれぞれの専門分野の研究推進

能力だけではなく、地球規模での困難な課題を解決するための新たな学術を

創造的に構築する科学力であり、新たな職業や産業の開発・展開に参加する

実力である。このことにより、これまでの就職先に捉われず新たな分野に挑

戦し職を得ることに大学院は努めなければならない。 

 

ｈ ポストドクターの就職支援 

多くの博士はその学位の取得のために私費で研究能力の涵養と研究の発

展に献身しているが、この成果は個人の範囲を超えて社会のための公的な知

財であり、この知財のないところに、わが国の知識基盤社会の将来を展望す

ることはできない、と危惧する。ところで、農学系の大学院博士課程の修了

者の３７％は修了時には未就業の状況にある。この状況は農学分野に限らず

すべての学術領域においてみられ、いわゆるオーバードクターとして厳しい

就職状況に置かれている。平成１７年度のポストドクター等の総数は１５，

４９６人で、農学分野では１,６１８人となり、全体の１０．４％を占めて

いた（２６）。オーバードクター問題を含めた博士課程修了者の就職問題は、

わが国の高等教育政策の根幹にかかわることであり、長期的な視点に立って

多元的かつ重層的に検討し、抜本的に解決しなければならない。しかし、こ

の問題は一方では緊急に対応しなければならない問題でもあり、何らかの対

処措置も考えなければならない。 

大学院博士課程のあり方については、政府の審議会（２７）や民間機関の

研究会（２８）等ですでに多くの審議がされ、また人材養成の方策として提

案されてきている。一つは大学院の改革であり、新時代にふさわしい教育研
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究指導体制を確立し、それぞれの分野で世界のリーダーとなる優れた人材を

養成することを基本としつつも、大学等の教育研究機関のみならず産業界の

ニーズにも積極的に応えうる広い視野と柔軟な思考力を身に付けた人材の

養成を進めることである。もう一つは博士のための労働市場を確保、拡大す

ることであり、このために産業界、官界と大学院が連携して具体的な検討を

始めるべきである。これからのわが国が国際社会において指導的な位置を維

持発展させるためには、この三者が「博士を育てる」という発想を共有して、

最も基本的な公共財としての人材の養成を分担することである。これまでの

わが国の博士に対する需要は研究開発を主たる業務にしている職種であり、

博士の有する知的能力を広く活用することには消極的であった。しかし、今

後の知識基盤社会にあっては、国や自治体の政策立案業務、企業等の企画管

理業務、研究機関や大学の研究評価業務あるいは高等学校等の教育職員、さ

らにはジャーナリストや文化活動の推進者等へ博士を採用することは益々

重要となることから、博士に対する労働市場を拡大する方策を進めるべきで

ある。 

一方、短期的な視点からもこの博士の就職を保障する方策を探らなければ

ならない。まず、大学院として検討しなければならない点について見ると、

博士課程における研究課題、研究方法と研究成果の評価を見直すことである。

これまでは、博士論文の内容を国際基準に合わせるために、各分野の国際専

門学術誌での発表を半ば義務化してきた。わが国の社会が問題としている具

体的な研究課題は等閑視され、国際的に問われている問題の解決に参加し、

その解決を競うことに集中する嫌いがあった。したがって、博士は大学教員

用の人材養成に偏りすぎ、企業、団体や行政機関等が求める博士の資質や能

力に馴染まず、社会的な活動の範囲を狭くする結果になっている。 

他方、社会の側の博士に対する認識は極めて限られた分野の専門家として

の位置づけであり、困難な課題を創造的に解決する能力の持ち主としての期

待は必ずしも高くなく、この種の課題の解決は個別組織内で固有に養成した

人材に依拠してきた。今後、益々グロバリゼーション化が進む中で、世界に

先駆けて問題を解決する能力を持った人材を個別企業等が必要とすること

は間違いない。したがって、先行投資の意味を含めて多様な職種で博士を採

用するための方策を大学院と企業や行政機関等との間で早急に検討し、博士

の有効活用を可能なところから実施すべきである。優秀な博士を確保する最

善の方策は将来を安心して託すことのできる職を保障することであるが、こ

のことを満足し得ない現状では、何らかの経済的な支援体制を整備しておく

必要がある。 

平成１７年度のポストドクターの雇用状況から見ると、主要な雇用機関は
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大学（６１．７％）と独立行政法人（３４．７％）であり、そのための財源

は大学等への運営費交付金等の内部資金が３０．１％で競争的資金等の外部

資金が４７．２％を占めている。外部資金としてはすべて期限付きで多様な

目的を持つ少なくとも７種類以上の財源が当てられている（２６）。このこ

とはポストドクターの雇用環境が個別的で極めて不安定な状況にあり、博士

としての能力を劣化しかねない環境にあると言える。現在、ポストドクター

は研究活動に従事している雇用者（６４，０６１人）の２４％を占めており、

この活動の劣化はわが国の研究活動の劣化であり、当事者間での対応策の早

急な検討こそがこの問題を解決に導く。日本学術会議もこの問題の解決に引

き続き貢献するものである。 
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分科会活動記録 

・分科会開催 

   第 1 回 平成 18 年 7 月 4 日 

第 2 回 平成 18 年 9 月 11 日 

   第 3 回 平成 18 年 12 月 6 日 

   第 4 回 平成 19 年 2 月 20 日 

第 5 回 平成 19 年 4 月 24 日 

   第 6 回 平成 19 年 7 月 5 日 

   第７回 平成 19 年 10 月 2 日 

   

   

 



資料1　平成１８年度　全国農学系国立大学法人大学学部、学科(課程）一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

大学名 学部(学群） 定員 学科（課程） 入学定員 備考
生物資源科学 36
応用生命科学 30
生物機能化学 35
森林科学 36
畜産科学 23
農業工学 30
農業経済学 25

獣医学科 40 獣医学 40
海洋生物科学 54
海洋資源科学 53
増殖生命科学 54
資源機能化学 54
獣医学 40
畜産科学 210
生物機能科学 40
応用生命工学 50
生物生産科学 55
地域環境科学 40
農学生命(課程) 55
応用生物化学(課程) 40
共生環境(課程) 55
動物科学(課程) 30
獣医学(課程) 30
生物生産科学 90
応用生物化学 60
生物生産学 55
生物資源学 50
生物環境学 50
生物生産科学 45
資源生物科学 35
地域環境科学 35
（生物学類） （80）
生物資源学類 120
（地球学類） （50）
生物生産科学 105
農業環境工学 35
農業経済学 40
森林科学 35
園芸学 68
応用生命化学 32
緑地環境学 70
食料資源経済学 30
応用生命科学(課程) 145
環境資源科学(課程) 115
獣医学(課程) 30
生物生産学 57
応用生物科学 71
環境資源科学 61
地域生態システム学 76
獣医学 35
海洋環境学 100
海洋生物資源学 70
食品生産科学 55
海洋政策文化学 40
（水産教員養成課程） 10
農業生産科学 55
応用生物化学 50
生産環境科学 50
食料生産学 62
森林科学 61
応用生命科学 52

岩手大学

5. 東北大学

6. 山形大学

北海道大学

帯広畜産大学

弘前大学

1.

2.

3.

4.

7. 茨城大学

8. 筑波大学

9. 宇都宮大学

10. 千葉大学

11. 東京大学

12. 東京農工大学

13. 東京海洋大学

14. 新潟大学

15. 信州大学

農学部

水産学部

畜産学部

農学生命科学部

生命環境学群

農学部

農学部

215

215

250

185

210農学部

農学部 150

155農学部

農学部 115

120

215農学部

園芸学部 200

290

農学部 300

海洋科学部 275

155

農学部 175



資料1　平成１８年度　全国農学系国立大学法人大学学部、学科(課程）一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

大学名 学部(学群） 定員 学科（課程） 入学定員 備考
食品生命科学科(課程) 80
生産環境科学(課程) 80
獣医学(課程) 25
共生バイオサイエンス学 60
応用生物化学 50
環境森林科学 40
生物環境科学 35
資源生物科学 55
応用生命科学 80
資源循環学 60
共生環境学 85
生物圏生命科学 95
資源生物科学 94
応用生命科学 47
地域環境工学 37
食料・環境経済学 32
森林科学 57
食品生物科学 33
応用動物学 25
植物資源学 33
生物環境制御学 34
生物機能化学 30
食料生産環境工学 28
生物資源環境学 200
獣医学 35
生物科学 30
生態環境科学 45
生命工学 40
農業生産学 30
地域開発科学 55

24. 岡山大学 農学部 120 総合農業科学 120
25. 広島大学 生物生産学部 90 生物生産学 90

生物資源環境科学 50
生物機能科学 50
獣医学 30

27. 香川大学 農学部 150 応用生物科学 150
28. 愛媛大学 農学部 170 生物資源学 170
29. 高知大学 農学部 170 農学 170
30. 九州大学 農学部 229 生物資源環境学 229

応用生物科学 45
生物環境科学 60
生命機能科学 40

32. 長崎大学 水産学部 110 水産学 110
食料生産科学 60
生物環境科学 65
地域農業システム学 55
応用生物科学 55
獣医学 30
生物生産学 80
生物資源化学 60
生物環境学 65
獣医学 30
水産学 130
（水産教員養成課程） 10
生物生産学 55
生産環境学 40
生物資源科学 35

38 6,979 116 6,979国立大学法人

16. 岐阜大学

17. 静岡大学

18. 名古屋大学

三重大学19.

20. 京都大学

21. 神戸大学

22. 鳥取大学

23. 島根大学

26. 山口大学

31. 佐賀大学

33. 宮崎大学

34. 鹿児島大学

35. 琉球大学

農学部

応用生物科学部 185

150

農学部

生物資源学部

農学部

170

240

300

農学部 150

農学部 235

生物資源科学部 200

農学部 130

農学部 145

農学部 265

農学部 130

農学部 235

水産学部 140



資料2　平成１８年度　全国農学系公立大学学部、学科(課程）一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

大学名 学部(学群） 定員 学科（課程） 入学定員 備考
応用生物科学 40
生物生産科学 40
生物環境科学 30
アグリビジネス学 40
生産科学 40
環境科学 40
食品科学 40
生物資源学 40
海洋生物資源学 40
環境生態学 30
生物資源管理学 60
生物生産科学 40
森林科学 35
生物資源化学 35
生命機能化学 45
生物情報科学 25
植物バイオサイエンス学 25
緑地環境科学 30
獣医学 40
生命科学 110
環境科学 55

8. 熊本県立大学 環境共生学部 100 環境共生学 100
8 980 22 980公立大学

1. 秋田県立大学 生物資源科学部

3. 福井県立大学 生物資源学部

5. 京都府立大学 農学部

150

2. 石川県立大学 生物資源環境学部 120

80

4. 滋賀県立大学 環境科学部 90

110

6. 大阪府立大学 生命環境科学部 165

県立広島大学7. 生命環境学部 165



資料3　平成１８年度　全国農学系私立大学学部、学科(課程）一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

大学名 学部(学群） 定員 学科（課程） 入学定員 備考
酪農学 165
農業経済学 100
食品科学 90
食品流通学 70

獣医学部 120 獣医学 120
環境マネジメント学 80
地域環境学 100
生命環境学 100
獣医学 120
動物資源科学 120
生物環境科学 80

水産学部 160 水産生物科学 160
生物資源学 90
生物環境システム学 60
生命化学 100
水産学 90
海洋生物学 90
農学 220
畜産学 180
バイオセラピー学 140
バイオサイエンス学 140
生物応用化学 140
醸造科学 140
栄養科学 160
森林総合科学 140
生産環境工学 140
造園科学 140
国際農業開発学 140
食料環境経済学 220
国際バイオビジネス学 170
生物生産学 100
アクアバイオ学 80
食品科学 80
産業経営学 130
植物資源科学 130
農芸化学 130
獣医学 120
動物資源科学 130
食品経済学 130
森林資源科学 130
海洋生物資源科学 130
生物環境工学 130
食品科学工学 130
国際地域開発学 130
応用生物科学 120
獣医学 80
獣医保健看護学 80
動物科学 80
食品科学 80
農学 130
農業経済学 130
農芸化学 130
生命科学 130
獣医学 120
動物応用科学 120
応用生物化学 80
環境生物科学 80
食品栄養科学 80
生物資源学 100
応用生物化学 100
生物環境科学 100

12. 長浜バイオ大学 バイオサイエンス学部 198 バイオサイエンス学 198
農業生産科学 110
水産学 110

農学部

生物資源科学部

7.

1. 酪農学園大学

獣医学部

日本獣医生命科学大学

応用生命科学部

東海大学4.

280

11.

酪農学部

3. 玉川大学 農学部

8. 明治大学

2. 北里大学 320

580

地域環境科学部

540

250

海洋学部 180

425

環境システム学部

5. 東京農業大学 農学部

国際食料情報学部

応用生物科学部

420

生産産業学部 390

1,410

530

6. 日本大学

160

10. 中部大学 応用生物学部 240

520

9. 麻布大学 獣医学部 240

13. 近畿大学

300農学部名城大学

620農学部

獣医学部 160



資料3　平成１８年度　全国農学系私立大学学部、学科(課程）一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

大学名 学部(学群） 定員 学科（課程） 入学定員 備考
応用生命化学 110
食品栄養学 70
環境管理学 110
バイオサイエンス学 110
応用植物科学 80
応用動物科学 80
バイオサイエンス学 70

園芸学部 80 園芸学 80
造園学 50
地域環境学 50
管理栄養学 40
食品健康学 40

25 8,533 76 8,533

近畿大学

九州東海大学 農学部 230

農学部

私立大学

15. 南九州大学
環境造園学部 100

健康栄養学部 80

14



資料4　平成１８年度　全国農学系国立大学法人大学大学院、研究科、専攻一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

前 後 前 後
共生基盤学 48 16
生物資源科学 42 14
応用生物科学 18 6
環境資源学 42 14

獣医学 - 24 獣医学 - 24
海洋生物資源学 43 17
海洋応用生命科学 47 18
畜産管理学 9 -
畜産環境学 24 -
生物資源学 8 -
畜産衛生学 15 7
生物機能科学 12 -
応用生命工学 16 -
生物生産科学 16 -
地球環境科学 16 -
農学生命科学 37 -
農林環境科学 30 -
生物生産科学 - 6
生物資源科学 - 8
寒冷圏生命システム学 - 4
生物環境科学 - 6
資源生物科学 35 17
応用生命科学 34 16
生物産業創成科学 28 13
生物生産学 16 -
生物資源学 18 -
生物環境学 14 -
生物生産科学 13 -
資源生物科学 17 -
地域環境科学 13 -
生物資源学 106 -
生命産業科学 - 21
持続環境学 - 12
先端農業技術科学 - 6
生物生産科学 41 -
農業環境工学 12 -
農業経済学 8 -
森林科学 10 -

10. 千葉大学 園芸学 105 18 環境園芸学 105 18
生産・環境生物学 28 13
応用生命化学 34 16
応用生命工学 43 20
森林科学 20 10
水圏生物学 30 15
農業・資源経済学 17 8
生物環境工学 17 8
生物材料科学 17 8
農学国際 43 19
生圏システム学 25 18
応用動物科学 19 8
獣医学 - 13
生物生産科学 21 -
共生持続社会学 12 -
応用生命化学 21 -
生物制御科学 17 -
環境資源物質科学 11 -
物質循環環境科学 17 -
自然環境保全学 19 -
農業環境工学 10 -
国際環境農学 20 -
生物生産科学 - 15
応用生命科学 - 10
環境資源共生学 - 7
農業環境工学 - 4
農林共生社会科学 - 4

備考
定員

大学名 研究科（研究院） 専攻
定員合計

- 40

24

-農学

-農学

67

-

97

48

148 -

農学 46

農学 -

-農学

39

293

農学

水産学

農学生命科学

連合農学

農学府

連合農学

農学生命科学 156

43

生命環境科学 106

71

150

90

60

50

35

-

9. 宇都宮大学

筑波大学

11. 東京大学

12. 東京農工大学

北海道大学

弘前大学

1.

3.

7. 茨城大学

8.

6. 山形大学

岩手大学4.

5. 東北大学

2. 帯広畜産大学 畜産学 756



資料4　平成１８年度　全国農学系国立大学法人大学大学院、研究科、専攻一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

前 後 前 後
備考

定員
大学名 研究科（研究院） 専攻

定員合計

海洋生命科学 51 -
食機能保全科学 20 -
海洋環境保全学 46 -
食品流通安全管理 8 -
応用生命科学 - 21
応用環境システム学 - 19
生命・食料科学 73 17
環境共生科学 78 15
食料生産科学 20 -
森林科学 17 -
応用生命科学 16 -
機能性食料開発学 16 -
生物資源生産学 28 -
生物生産システム学 34 -
生物資源利用学 27 -
生物生産科学 - 6
生物環境科学 - 4
生物資源科学 - 6

連合獣医学 - 15 獣医学 - 15
人間環境科学 15 -
生物生産科学 24 -
森林資源科学 24 -
応用生物化学 24 -
生物圏資源学 30 14
生物機構機能科学 33 15
応用分子生命科学 34 16
生命技術科学 24 12
資源循環学 23 4
共生環境学 26 4
生物圏生命科学 39 4
農学 23 11
森林科学 45 22
応用生命科学 48 22
応用生物科学 50 23
地域環境科学 48 20
生物資源経済学 24 11
食品生物科学 25 11
食料共生システム学 27 6
資源生命科学 42 8
生物機能科学 50 11
生物生産科学 26 -
農林環境科学 27 -
農業経営情報科学 8 -
生物生産科学 - 6
生物環境科学 - 7
生物資源科学 - 4
生態環境科学 18 -
生命工学 12 -
農業生産学 12 -
地域開発科学 22 -
生物資源科学 42 -
生物圏システム科学 26 -
バイオサイエンス - 28
生物資源科学 30 12
生物機能開発学 24 12
環境循環系制御学 19 9

26. 山口大学 農学 34 - 生物資源科学 34 -
生物資源生産学 25 -
生物資源利用学 25 -
希少糖科学 10 -

農学 72 - 生物資源学 72 -
生物資源生産学 - 9
生物資源利用学 - 4
生物環境保全学 - 4

29. 高知大学 農学 59 - 暖地農学 13 -

東京海洋大学

- 16

121生命農学 57

69 -

32

農学

263 120農学

-

25119

連合農学 -

-

17

12

農学 87 -

88

-89

125 40

自然科学

海洋科学技術13.

農学

連合農学

生物資源学

農学

生物資源科学

19.

名古屋大学

22. 鳥取大学

21. 神戸大学

京都大学20.

三重大学

18.

16. 岐阜大学

17. 静岡大学

15114. 新潟大学

15. 信州大学

61農学

64

24. 岡山大学 自然科学 68

23. 島根大学

28

25. 広島大学 生物圏科学 73 33

-

28. 愛媛大学
連合農学 - 17

27. 香川大学 農学 60



資料4　平成１８年度　全国農学系国立大学法人大学大学院、研究科、専攻一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

前 後 前 後
備考

定員
大学名 研究科（研究院） 専攻

定員合計

森林科学 11 -
栽培漁業学 11 -
生産環境工学 10 -
生物資源科学科 14 -

黒潮圏海洋科学 - 6 黒潮圏海洋科学 - 6
生物資源開発管理学 21 10
植林資源科学 27 13
生物機能科学 22 11
動物資源科学 19 9
農業資源経済学 10 5
生産環境科学 17 8
森林資源科学 31 15
遺伝子資源工学 14 6
生物生産学 20 -
応用生物科学 30 -
水産学 37 -
海洋生産科学 - 15
生物生産科学 16 -
地域資源管理科学 12 -
森林草地環境科学 10 -
水産科学 10 -
応用生物化学 20 -
資源環境科学 - 4
生物機能応用科学 - 4
生物生産学 26 -
生物資源化学 21 -
生物環境学 22 -

水産学 32 - 水産学 32 -
生物生産科学 - 8
生物資源利用科学 - 7
生物環境保全科学 - 4
水産資源科学 - 4
生物生産学 16 -
生産環境学 12 -
生物資源科学 12 -

47 3,394 980 165 3,394 980

農学 -

農学 -69

連合農学 - 23

40

-

農学 -

50

15

34. 鹿児島大学

35. 琉球大学

宮崎大学33.

31. 佐賀大学

国立大学法人

77

32. 長崎大学 生産科学 37

30. 九州大学 生物資源環境科学 161

農学

農学工学総合

68

- 8



資料5　平成１８年度　全国農学系公立大学大学院研究科、専攻一覧 （平成１９年度全国大学一覧）

前 後 前 後
生物機能科学 14 5
遺伝資源科学 14 5
生物資源学 12 4
海洋生物資源学 12 4
環境動態学 18 6
環境計画学 18 4
生物生産環境 23 5
生物機能学 21 5
応用生命科学 52 16
緑地環境学 18 6
獣医学 - 13

6. 県立広島大学 総合学術 30 5 生命システム科学 30 5
7. 熊本県立大学 環境共生学 20 3 環境共生学 20 3

7 252 81 13 252 81

定員
備考大学名 研究科 専攻

定員合計

10

8

10

10

35

44

5. 大阪府立大学 生命環境科学 70

農学

24

3. 滋賀県立大学 環境科学 36

28

公立大学

1. 秋田県立大学 生物資源科学

2. 福井県立大学 生物資源学

4. 京都府立大学



資料6　平成１８年度　全国農学系私立大学大学院研究科、専攻一覧 （出典：平成１９年度全国大学一覧）

前 後
酪農学 6 -
フードシステム学 6 -
食生産利用科学 - 2
食品栄養科学 6 2

獣医学 - 3 獣医学 - 3
獣医学 - 3
動物資源科学 5 3
生物環境科学 5 -

水産学 9 3 水圏生物科学 9 3
3. 玉川大学 農学 12 4 資源生物学 12 4

水産学 8 -
海洋生物科学 8 -
農学 14 5
畜産学 12 4
バイオサイエンス学 30 6
農芸化学 25 5
醸造学 12 2
食品栄養学 12 2
林学 12 4
農業工学 8 2
造園学 12 3
国際農業開発学 12 2
農業経済学 10 5
国際バイオビジネス学 12 5
環境共生学 - 5

生物産業学 15 8 生物産業学 15 8
生物資源生産科学 27 6
生物資源利用科学 22 5
応用生命科学 22 5
生物環境科学 22 5
生物資源経済学 22 5

獣医学 - 4 獣医学 - 4
獣医学 - 8
応用生命科学 10 -
農芸化学 26 2
農学 20 2
農業経済学 8 2
生命科学 26 2
獣医学 - 10
動物応用科学 12 -

10. 中部大学 応用生物学 24 6 応用生物学 24 6
11. 名城大学 農学 20 5 農学 20 5
12. 長浜バイオ大学 バイオサイエンス 30 5 バイオサイエンス 30 5

農業生産科学 10 2
水産学 10 2
応用生命科学 14 5
環境管理学 10 2
バイオサイエンス 12 4

14. 九州東海大学 農学 12 - 農学 12 -
園芸学 8 -
食品科学 4 -

19 622 165 51 622 165私立大学

獣医生命科学 8

15. 南九州大学

13. 近畿大学 農学 15

8

9. 麻布大学 獣医学 10

農学

4

2. 北里大学 獣医畜産学 6

4. 東海大学

7. 日本獣医生命科学大学

5. 東京農業大学

8. 明治大学

6. 日本大学

酪農学園大学 酪農学

海洋学 -16

56

園芸学・食品科学 12 -

80

12

大学名 研究科

農学

生物資源科学

18

10

1.

博士 備考修士

10

26

171 50

専攻
定員合計

115



資料7　平成１８年度農学系学部及び大学院の学生の状況概要

学部または研究科数 71 （23種類） 60 （25種類） 49 （26種類）

　 学科（課程）または専攻数 221 （109種類） 185 （129種類） 140 （93種類）

　 在籍学生定員 71,393 人 (2.7 ％） 7,918 人 （4.7 ％） 4,692 人 （6.2 ％）

　 入学志願者数 106,210 人 (3.0 ％） 5,938 人 (4.7 ％） 1,210 人 （5.7 ％）

　 入学者数 16,542 人 (2.7 ％） 4,374 人 (5.6 ％） 1,131 人 （5.7 ％）

　 入学志願倍率 6.42 倍 （5.82 倍) 1.36 倍 （1.61 倍） 1.07 倍 （1.23 倍）

　 卒業、修了者数 16,019 人 (2.8 ％） 3,825 人 （5.2 ％） 1,056 人 （6.6 ％）

　 進学率 26.4 ％ （12.0 ％） 19.2 ％ （13.2 ％） - -

　 就職率 59.1 ％ (63.7 ％） 70.1 ％ （71.2 ％） 51.6 ％ （57.2 ％）

　 未就業率 9.3 ％ (14.6 ％） 8.4 ％ （11.2 ％） 37.4 ％ （26.3 ％）

就職先（職業別）

　専門的・技術的職業 38.2 ％ 69.7 ％ 91.7 ％

（内訳）

　 　農林水産・食品 37.6 ％ 38.4 ％ 5.6 ％

　 　獣医師 20.7 ％ - -

　 　土木測量 6.7 ％ - -

　　 情報処理 6.5 ％ 7.5 ％ -

　　 保健医療 5.1 ％ - -

　　 大学教員 - - 19.0 ％

　　 科学研究職 - 19.3 ％ 62.2 ％

　　 教員 4.2 ％ 3.5 ％ -

　　 化学工業 6.8 ％ -

　管理職 - - 2.0 ％

　事務従事 20.1 ％ 12.9 ％ 2.7 ％

　販売従事 24.8 ％ 7.0 ％ -

　サービス職 4.8 ％ - -

　農林漁業 3.3 ％ 0.4 ％ -

就職先（産業別）

　　農林水産業・漁業 5.1 ％ 3.8 ％ 3.4 ％

　　製造業 26.1 ％ 48.3 ％ 13.2 ％

　　卸売・小売業 17.8 ％ 6.3 ％ -

　　サービス業 15.9 ％ 13.2 ％ 26.6 ％

　　公務員 6.3 ％ 6.9 ％ 8.0 ％

　　教育学習支援 - - 40.9 ％

（　　　）内の数字は全大学のそれぞれに対する割合

大学院博士課程学部学士課程 大学院修士課程

出典：平成１８年度学校基本調査報告書（文部科学省）より抜粋
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